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要  旨 

 

本稿では、東日本大震災後のガソリンの供給不足下での消費者のガソリン購入行動を取り上

げる。このガソリンの供給不足は被災地を越えて東日本全体で発生し、それに対する消費者

の行動は地域ごとに異なる上､道路や宅地のように破損が形として残るものではないため、

個別の地域ごとの具体的な状況を把握、分析することは困難である。ここでは仙台市内など

で見られたガソリンスタンドへの自動車の殺到問題を取り上げ、その発生原因を供給情報の

不足という観点から考察するとともに、今後の災害において同様の問題の発生を防ぐ方法の

提案を行う。具体的には、当日購入するか翌日以降購入するかという消費者の選択行動をモ

デル化して、平常時の抑制状態とは別に、殺到状態を意味する安定均衡解が存在することを

示し、目撃に基づく情報の偏りと組み合わさって、殺到状態が発生するメカニズムを考察す

る。さらに、購入量制限や整理券配布などの施策がもたらす影響を考察する。 
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図1 被災3県と東京都の3月の乗用車登録台数当

りのガソリン販売量（過去5年間平均と2011 年）

１. はじめに 

 

 2011年3月に発生した東日本大震災においては、

地震や津波によって港湾や道路といった交通イ

ンフラや，製油所や油槽所といった石油製品の供

給施設が破壊されたことによって深刻なガソリ

ン不足が生じた｡ガソリンスタンドでは給油を待

つ自動車の長蛇の列が発生し、ガソリンを確保す

るために多くの時間と労力を費やさなければな

らなくなった。ガソリン不足は被災地の住民の移

動だけでなく、救援・復旧活動のための移動にと

っても大きな制約となった。図1は，岩手県，宮城

県，福島県と東京都の2011年3月の乗用車登録台数

1台当たりのガソリン販売量を、過去5年間平均と

比較したものである。津波で被災した3県では販売

量が減少したことがわかる｡ 

今後、災害によってガソリン不足が生じた場合

に、地域の諸活動が受ける悪影響を緩和するため

には、災害に対して頑健な輸送システムの構築と

いった供給面での対策に加えて、限られたガソリ

ンを人々に効率良く行きわたらせる方法の提案と

いった需要面での対策も合わせて考えていく必要

がある｡そのためには、まず今回の震災のように非

日常的かつ将来の見通しが不透明な状況下におい

て、消費者がガソリンスタンドに並ぶメカニズム

を把握する必要がある｡ 

そこで本研究では、当日購入するか翌日以降に

購入するかという消費者の選択行動をモデル化し

て，平常時の抑制状態と別に，殺到状態を意味す

る安定均衡解が存在することを示し、目撃に基づ

く情報の偏りと組み合わさって、殺到状態が発生

するメカニズムを考察する。さらに、購入量制限

や整理券配布などの施策がもたらす影響を考察す

る。 

 将来の見通しが不透明な中で、多くの人々が同

時に同じ行動をとってしまい混乱が生じる現象に

は、銀行など金融機関への取り付け騒ぎや金融危

機がある。こうした現象の分析に対して、グロー

バルゲームを用いたアプローチを用いた研究がな

されてきた｡その代表的な研究として、例えば、

Morris and Shin1)は、政府と外国為替市場の投機家

との戦略的な相互関係を扱い、投機家が為替市場

に投機攻撃を行う場合において、通貨危機が発生

するファンダメンタルズの境界を求めている｡ま

た、Heidhues ら 2)はコーホート効果のある不可逆

的な投資決定を扱った動的なグローバルゲームの

分析を行っている｡これらの研究においては、他の

人と同じ行動を取ることによって、個人のペイオ

フが増加する場合（戦略的補完性）を扱っている｡

また、同じ行動をとるプレイヤー数が少ない場合

は戦略的補完性があり、プレイヤー数が多くなり

過ぎると混雑によってペイオフが減少する状況下

での分析などがなされている 3),4)｡これらの研究で

はプレイヤー間に戦略的補完性がある場合を対象

に､強支配によって取り得る戦略を逐次的に消去

し、一意な均衡解を得るというアプローチをとっ

ている。一方、本研究で対象とする問題は、限ら

れたガソリンを複数のプレイヤーが取り合う状況

を考えるため、戦略的代替性がある。プレイヤー

間に戦略的代替性が生じる中で、投機家による投

機的行動が市場価格の変動にもたらす影響を分析

した研究に、Hart and Kreps5)、Deaton and Laroque6)、

Mclaren7)や Mitraille and Thille8)がある｡例えば、

Deaton and Laroque による分析では、投機家がコモ

ディティの在庫を持ち、将来の価格を予測し、現

在の市場価格と比較しながら販売量を決める状況

を考えている｡ 

本研究では、これらの研究を参考に理論的分析

を行う前段階として､消費者行動の簡単なモデル

化を試みる。すなわち、消費者が本日及び明日以
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図2 本日給油することと、給油しないことの利得

図3利得比較の結果生じる4つのケース 

降のガソリンの売り切れの可能性を予想しつつ､

今日並ぶか、明日以降に並ぶかを合理的に選択す

る状況を考える。まず､平常時の抑制状態と別に，

殺到状態を意味する安定均衡解が存在することを

示す｡次に、目撃に基づく情報の偏りと組み合わさ

って、殺到状態が発生するメカニズムを考察する。

さらに、購入量制限や整理券配布などの施策がも

たらす影響を考察する。 

 

2.モデルの構築 

 

（１） 個人にとっての行動の利得 

いま、自家用車を持っているある人が、給油の

ために本日ガソリンスタンドに行くか、もしくは

本日の給油はあきらめて翌日以降にするか、の両

方の利得を比較して、どちらかを選ぶという状況

を考える。ただし、ガソリンスタンドには既に行

列ができており、本日給油に行ったとしても待ち

時間がかかるし、場合によっては自分の前で売り

切れになる危険性がある。そのため、本日給油に

行く行動の利得は確実なものではなく、社会の中

で本日中にガソリンスタンドに行こうとしている

人の割合によって異なってくる。 

図 2 は 2 つの行動の利得を描いている。上の図

は本日給油に行く行動の利得を示している。横軸

には、社会の中で本日中に給油しようとしてガソ

リンスタンドに並びに行こうと思っている人の割

合、あるいは並んでいる人の割合を 0 から 1 まで

の値で表している。このグラフの最も左側は、社

会の中で本日給油に行く人は少なく、自分しか並

ばない、自分しか買いに行かないという状況であ

り、少ない待ち時間で本日中に確実にガソリンが

手に入ることになり、利得の値が最も大きい。こ

の状況に比べて、社会の中で当日給油のために並

ぶ人が多くなると、どんどん待ち時間が長くなる

ので、利得は徐々に小さくなり、グラフは右下が

りになる。本日の行列がある程度以上長くなると、

今度は本日中に品切れが起こり、長時間並んだ上

にそれが全くの無駄になる危険性が出てくるので、

利得のグラフの傾きが大きくなって、もっと低下

することになる。 

図 2 の下側の図は、本日はガソリンスタンドに

行かずに翌日以降に買いに行く行動の利得を表し

ている。翌日以降に買いに行くと決めたので、本

日どのぐらい混んでいようが自分にとっては大し

た問題ではなく、利得にはほとんど影響がないた

め、左側ではグラフはほぼ水平のままになる。と

ころが、本日の混み方がひどくなってくると本日

中に品切れが起こり、ガソリンスタンドの補給も

間に合わず、自分が翌日に給油しようとしても品

切れになっている危険性が大きくなる。そこで、

翌日以降に買いに行く行動の利得が大きく下が

り、グラフの傾きが大きくなる。 

2 つの行動の利得を比較するために図 2 の 2 つ

のグラフを重ねると、図 3 のようになり、都合 4

つの状況が起きる可能性がある。 

図 3 の左側から順に説明すると、第 1 は全然混

雑していないので、本日中に短い待ち時間で確実

に給油でき翌日まで待つ必要が無いという状況で、

本日ガソリンスタンドに行くという行動が得にな
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るケースが存在する。第 2 に、本日はすでに行列

が長くなり長時間待たないといけないので、翌日

以降の方が待ち時間が少ないと考えられるため、

翌日以降にガソリンスタンドに行く方が有利にな

るケースがある。第 3 は、本日中に並べば品切れ

になるまでの間に入り込めて、ガソリンを入れて

もらえるかもしれないが、翌日以降に買いに行っ

ても売り切れの危険性が大きく、手に入らない危

険性がある。だから無理をしてでも本日中にガソ

リンスタンドに行こうと考える状況である。最後

の第４の状況は、社会の中で既にガソリンが枯渇

していて本日は確実に売り切れ、翌日以降も売り

切れになる危険性が大きいと予想される状況で、

本日ガソリンスタンドに行っても無駄だという領

域である。 

 

（２）社会の状況変化のメカニズム 

人々がそれぞれ利得を比較して行動の選択を行

った結果、社会の中でどのような状況が発生する

かを考える。 

まず、図 3の 4つの領域のうち最も左側の領域

では、当日給油しない行動より給油する行動の利

得が大きい。例えば、社会の中で本日中に1人し

か給油に行こうとしていないという状況で、そし

てまだそういう状況で混雑が少ないのだというこ

とが他の人に伝われば、他の人は「自分も本日買

いに行った方が有利だ」と考えるので、社会の中

で給油しようという人が増える。したがって、こ

の領域の途中にある状況は安定的ではなく、混雑

に関する情報が伝わり人々の認識が改訂されるに

したがってだんだん右側の状況に移行する。この

変化は2つの行動の利得に差が無くなるまで続く

ので、図3の中の均衡Ａに落ち着くことになる。

つぎに、第2の領域、つまり｢本日は長時間待つが、

翌日以降なら待ち時間が少ないだろう｣という状

況にあると人々が判断していれば、｢やっぱり今日

はガソリンスタンドに行くのはやめておこう｣と

する人が増え、社会の中での本日給油する人の割

合が減って図中の左方向に状況が変わっていくこ

とになり、結局均衡Ａに落ち着くことになる。つ

まり、均衡Ａは安定均衡である。 

さらに人々の認識がより厳しく、既に均衡Ｂよ

りも右側の「本日なら長時間並べばガソリンが手

に入る可能性があるが、翌日以降には品切れが確

実に起こるので駄目だろう」という第3の領域に

あると考えていれば、当日中に給油しようとする

人が増え、図中右方向に移行して、結局均衡Ｃに

落ち着く。さらに、人々が第4の領域の中である

と考えているならば、「本日は売り切れが確実だ

が、翌日以降ならガソリンスタンドへの補給があ

ってガソリンが手に入る可能性が少しはあるかも

しれない」ということなので、本日給油に行く人

は減少し図中の左方向に移行して、やはり均衡Ｃ

に落ち着くことになる。 

以上のことから、この社会には均衡Ａと均衡Ｃ

という2つの安定均衡が存在する。均衡Ａはあまり

多くの人が当日ガソリンスタンドに行かないとい

う「抑制状況」にあたる。一方均衡Ｃは多くの人

が翌日以降の品切れの不安を抱えながらも当日ガ

ソリンスタンドに行くという「殺到状況」にあた

る。図3の中の2つの均衡点の利得の高さを比較す

ればわかるように、「抑制状況」に比べて「殺到状

況」の結果得られる利得は必ず小さく、社会的に

は、いかにして「殺到状況の発生を防ぐか」とい

うことが重要になる。 

なお、翌日以降の供給の見通しが示されず、供

給がなされるかどうかが不透明な状況では、翌日

以降に並ぶ利得の曲線が下方に押し下げられるた

め、図3の中央の2つの曲線の重なりがなくなり均

衡A及び均衡Bが消失して、社会の中では均衡Cの

「殺到状況」必ず起こることになる。したがって

まず長期的な供給体制を改善するとともに、その

見通しをきちんと情報提供することが重要なこと

がわかる。 

 

3. 情報伝達がもたらす問題 

 

（１） 目撃情報のワナ 

われわれは、地域の中の多数のガソリンスタン

ドの開店・混雑状況を網羅的に把握することがで

きず、他人からのうわさをはじめとする断片的な

情報に頼らざるを得ない。その結果、われわれが

得ることのできる情報は真の状況よりも偏りを持

つことがある。例えば本震災において仙台市の周
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図4 「目撃情報のワナ」が生じる状況 

辺ではガソリンスタンドにおける行列が 3 月 13

日ごろに一気に発生して、4 月上旬に急になくな

ったと感じられている。これは、本当はガソリン

スタンドの行列は徐々にできて徐々になくなった

のだが、「目撃情報のワナ」というメカニズムのた

めに、すべてのガソリンスタンドで一気に行列が

変化したように見えた、と理解できる。 

実際には街中にたくさんのガソリンスタンド

があるのだが、簡単のために図 4 のように、ガソ

リンスタンドが 2 つだけ存在する場合を考える。

ガソリンスタンドＡは人や車の交通が多い道の前

にあり、もう一方のガソリンスタンドＢは交通量

が多くない道の前にあるとする。この場合には交

通量の多い道に面したガソリンスタンドＡの方か

ら先に混み始める。途中の時点では、ガソリンス

タンドＡには行列ができているが、ガソリンスタ

ンドＢにはまだ行列ができていない状況にある

が、多くの通行車、例えば全体の 9 割の車がガソ

リンスタンドＡの行列を目撃する。つまり、実際

には 5 割、つまり 2 つのうちの 1 つしか混んでい

ないのに、目撃情報では 9 割の人が「行列ができ

ていた」と報告する。その結果、目撃情報を聞い

た人々は、あたかも 9 割のガソリンスタンドで行

列ができているように感じることになる。 

言いかえると、目立つところほど混みやすく、

そして、混んでいるところほど目立つ。そのため、

目撃情報は実際より混んでいる方に必ず偏る。さ

らに、このような目撃情報が口コミやマスコミ、

そしてインターネットで拡大する。この偏りが生

じるメカニズムを、ここでは｢目撃情報のワナ｣と

名付ける。 

この｢目撃情報のワナ｣というメカニズムのため

に、本当はまだ少数のガソリンスタンドしか行列

がない段階で、すべてのガソリンスタンドが一気

に混んだように感じる。逆に行列が無くなってい

く時には、すでに多くのガソリンスタンドで行列

が解消していても、目立つガソリンスタンドに行

列が残っていれば、まだすべてのスタンドが混ん

でいると感じる。そして国道沿いの目立つ場所の

ガソリンスタンドの行列が解消した時点で、行列

が一気に解消したように感じることになる。マス

コミも目立った状況を報道する傾向があるので、

マスコミ情報もこの｢目撃情報のワナ｣を強化して

しまう可能性が大きい。 

なお図 4 では 2 つの道にガソリンスタンドがそ

れぞれ 1 つずつあると考えたが、交通量の多い道

路に面して複数のガソリンスタンドがあれば、混

雑が分散される可能性がある。しかしながらわが

国では低燃費車の普及等のために石油類の販売額

経年的に減少しており、全国で見るとこの 15 年

間にガソリンスタンド数が約 3 分の 2 に減少して

おり、混雑が十分に分散されるだけの数のガソリ

ンスタンドが存在するところは少なくなってきて

いる。 

 

（2）複数均衡の選択問題への影響 

２．で説明した社会では「抑制状況」にあたる

均衡Ａと「殺到状況」にあたる均衡Ｃの2つの安定

均衡解が発生する可能性があり、そのどちらが実

現するかは、各個人が現在の状況が不安定均衡解

である均衡Ｂより左側にあると認識しているか、

右側にあると認識しているかによって決まる。平

常時は各個人が品切れの可能性が無いと考えてお

り、認識は均衡Ｂより左側にあるために「抑制状

況」が実現している。震災時には人々の認識が均

衡Ｂより右側に移った結果「殺到状況」が引き起

こされ、結果として獲得できる利得が大きく低下

したと考えることができる。 

さらにこの時、「目撃情報のワナ」が悪影響を与

えた可能性がある。すなわち、「口コミなどで流れ

る目撃情報は、実際に起こっている混雑状況より、

よりひどい側に偏っている」ため、まだ、それほ

ど多くの人が給油しようと思っておらず、本当の

状況はまだ均衡Ｂの左側にあり「抑制状況」に落

ち着くべき段階であったのに、目撃情報の偏りの

A

B
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図5 販売方法の違いがもたらす影響 

結果、多くの人が均衡Ｂよりも右側の状況になっ

ていると信じてしまうことで、早い段階で「殺到

状況」が起こってしまったと考えられる。 

すでに殺到状況が発生しており、人々が翌日以

降の供給に不安を強く感じるようになると、人々

のガソリンスタンド間の選択が変化する危険性が

ある。つまり図4のガソリンスタンドBの方にも行

列が存在する段階になると、社会の中で行列が目

立つガソリンスタンドの方を優先して補給がなさ

れるだろうと考えるため、わざわざより行列の長

いガソリンスタンドを選ぶ人が増えることが予想

される。 

 

（3）不安を避けるための方法 

以上のように目撃情報の伝達の問題により、

人々は早くから不安に陥り、ガソリンスタンドに

殺到するという問題が起きる可能性がある。この

問題を回避するには、混雑した一部のガソリンス

タンドの情報だけでなく、まだ混雑していない施

設の状況を合わせて確認できるようにすることが

有効である。例えば一定の地域の中にあるすべて

のガソリンスタンドの状況が一覧できるようなウ

ェブサイトがあれば、この問題を回避できる。可

能ならば、いろんな時間帯の状況が比較できると

ありがたい。ただし停電などでネットが使えない

可能性も十分ある。結局、口コミなどの情報に頼

らなければいけない場合も多いので、そのような

ときに、多くの人が言っているから全部混んでい

るというふうに単純に考えるのではなく、各情報

が得られた場所と時刻に気をつけて、情報の受け

手の個人個人が、冷静に判断することが重要であ

ると考える。 

 

4. 販売方法が殺到の発生に及ぼす影響  

 

 ある販売方法をとった場合、それが殺到を避け

ることにつながるかどうかは、図 3 の均衡Ｂが右

側に移動するかどうかによって検討できる。いく

つかの政策の効果を図 5 で検討している。 

（ア）将来のガソリンスタンドへの補給の状況が

良くなる見通しがあり、翌日以降には売り切れは

なく必ずガソリンが購入できることが約束でき、

各個人がその約束を信じてくれるならば、本日給

油しない（翌日以降に給油する）行動の利得の曲

線は右側で低下しなくなり、均衡Ｂ及び均衡Ｃが

消失する。よって殺到状況は発生しなくなる。実

際、翌日以降の購入が確実にできると考えている

平常時には、殺到状況は発生しない。 

（イ）本日給油せずに待ってくれた人から優先し

て翌日以降に給油するという約束ができれば、均

衡Ｂが右方に移動するか消失するという効果があ

る。本日どこかのスタンドで入れたかどうかを翌

日に別のスタンドでチェックするということは困

難であるため、例えば翌日には残量が少ない車か

ら優先して給油するという形で実施することにな

るかもしれない。この場合には、本日給油したガ

ソリンを自宅で他の車や携行缶に移して翌日また

給油に行くという行動が起きる可能性は存在す

る。 

（ウ）実際に行われていた方法として、本日の 1

台あたりの販売数量に制限を設ければ、本日に給

油する行動の利得は左側の領域では下がるが、本

日の売り切れが起こりにくくなって右側の急激な

低下の場所がより右側に移動する。結果として均

衡Ｂの位置を右側にずらすことができる。 

（エ）一方、本日ガソリンスタンドに行く行動の

利得を上げるような政策は、均衡Ｂの位置を左に

移動させ、より殺到を起きやすくする危険性が大

きい。 

いくつかのガソリンスタンドでは、本日中に品

切れになることが判明したり、品切れになった時

点で、購入できなかった人に翌日以降の給油を優

先的に約束する整理券を発行していたようである。

これによって本日給油する行動の利得の品切れに
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よる低下が起こらなくなり、逆に翌日にはじめて

購入しようとする人の売り切れの可能性が増加し

て利得を低下させる。結果として均衡Ｂが左側に

移動して殺到が起きやすくなるばかりか、殺到状

況の均衡Ｃの位置が右下の方向に移動するので、

殺到がよりひどくなり、結果として得られる利得

が低下する。 

 

5. 結論  

 

 本研究では、震災時におけるガソリン購入行動

の簡単なモデル化を行い、殺到行動が発生するメ

カニズムについて考察した。目撃に基づく情報の

偏りと組み合わさって、より早い段階で殺到状態

が発生していた可能性がある。さらに実際に採用

されていた販売方法の中では、購入量制限のよう

に殺到を起きにくくするものもあるが、多くのガ

ソリンスタンドで行われていた整理券配布は、む

しろ殺到の発生を起きやすくし、利得の低下に結

びついた危険性がある。 

今後とも、実際の震災後の状況に関するデータ

の収集を続けて、本研究の内容に裏付けを取る必

要がある。また、殺到の発生や深刻化を防ぐため

の情報提供の方法や社会的な制度の提案を続けて

いきたい。 

本研究では震災時において価格によるコントロ

ールが行われず、購入のために行列に並ぶ時間コ

ストが価格の役割を果たすような状況を想定して

いる。しかし時間コストは社会的に費消されてし

まい全くの無駄となるし、時間コストによる割り

当てが公平であるとは限らない。むしろ、価格に

よるコントロールには、購入者に必要度の高さを

表明させて優先的に割り当てる効果が期待できる。

例えば人命の救助に一刻を争う医師の車や、多人

数を輸送するバスの運転手の営業所までの通勤の

車に優先的に給油することを、複雑なチェックシ

ステムなしに実現できる可能性もある。例えば価

格上昇分を義捐金として集めるなど、「便乗値上げ」

のような感情的批判を起こさずに価格コントロー

ルを行う方法の研究が引き続き必要である。 
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